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（億円）

2011年3月期 連結決算実績概況

年度実績年度実績

売上高 34,877億円
経常損益 118億円 当期損益 -115億円

（億円）

売上高 41,097億円
経常損益 2,263億円 当期損益 931億円

2010年度実績2009年度実績

10 024 9 706
10,514 10 031

10,845

当社鋼材出荷量（万ｔ）

473 674 760 802 776 784 766 810

618 729

7,450
8,282

9,118
10,024 9,706 10,031

売上高

433 554 618 535
379259 343 268

442 334

112

経常損益

当期損益

-566
-302-422 -295

-112

2009 2009 2009 2010 2010 2010 2010 2011 
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

売上高 15,733億円
経常損益 億円

2009上期実績

売上高 19,143億円
経常損益 億円

2009下期実績

売上高 20,220億円
経常損益 億円

2010上期実績 2010下期実績

売上高 20,876億円
経常損益 億円

Copyright (C) 2011 Nippon Steel Corporation  All Rights Reserved. 4

経常損益 -869億円
当期損益 -718億円

経常損益 987億円
当期損益 603億円

経常損益 1,348億円
当期損益 710億円

経常損益 914億円
当期損益 221億円



2011年3月期 損益実績（連結・単独）

増減
2010年度 2009年度

前回見通し

2010年度

（単位：億円）

上期 3Q 4Q 下期 上期 下期 対前年度

20,220 10,031 10,845 20,876 41,097 41,000 15,733 19,143 34,877 +6,220
1 181 339 135 474 1 656 1 650 -714 1 034 320 +1 336

売 上 高

営 業 損 益 1,181 339 135 474 1,656 1,650 714 1,034 320 +1,336
1,348 535 379 914 2,263 2,200 -869 987 118 +2,145

608 124 68 193 801 800 -1,299 349 -949 +1,750
740 411 311 721 1 462 1 400 430 638 1 067 +395

営 業 損 益

経 常 損 益

単 独

グループ会社等 740 411 311 721 1,462 1,400 430 638 1,067 +395
-72 -1 -335 -337 -409 -64 58 -5 -404

- - -237 -237 -237 - - - -237

グループ会社等

特 別 損 益

震 災 影 響

-72 -1 -98 -99 -171 -64 58 -5 -166
710 334 -112 221 931 950 -718 603 -115 +1,046

<11.3> <5.3> <-1.8> <3.5> <14.8> <15.1> <-11.4> <9.6> <-1.8> <+16.6>
当 期 損 益
<一株当たり当 期利 益>

そ の 他

13,821 13,998 13,378 14,677 13,837 -459
D/E レシオ 0.77 0.75 0.72 0.86 0.75 -0.03
有利子 負債 残高

【前回見通しからの当期損益悪化理由 ： 前回950 → 931】
・前回未織込みの特別損失の発生 340程度
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・前回未織込みの特別損失の発生 -340程度
（災害損失、投資有価証券評価損等）

・繰延税金資産取崩しのキャンセル +150



東日本大震災の影響と復旧の状況

FY10実績

特 別 損 益 409
ｳ ﾁ 災 害 損 失 237ｳ ﾁ 、 災 害 損 失 237

（ｳﾁ、単独） (146)
生産設備等 復旧費用 170程度

*

日鐵住金建材
（仙台製造所）

産設備等 復 費用 170程度

棚卸資産の滅失・劣化 40程度

その他災害復旧費用 30程度（フル稼働中の君津共同火力（株））
5号機全景）

（被災した製品岸壁） 釜石製鐵所

（仙台製造所）

写真
（共同火力の写真）

* ｳﾁ、災害損失引当金 190程度
5号機全景）

【被災内容・現状・今後の復旧見通し】
・釜石：（被災内容） 岸壁、揚陸設備等の損傷、構内の一部冠水

（現状） 線材の生産再開（’11 4 13）

君津製鐵所

（現状） 線材の生産再開（ 11.4.13）、
材料調達・製品出荷等の物流面の復旧

（今後） IPP（東北電力への卸電力販売:契約電力13.6万kW）の再稼働
（’11.7月初旬）

・日鐵住金建材 ：（被災内容） 一時工場全体が水没 生産停止中君津製鐵所 日鐵住金建材 ：（被災内容） 時工場全体が水没。生産停止中。
（今後） 2011年度上期中の操業再開を目指す。

・君津：（被災内容） 地震発生後、一時、高炉を休風
（現状） ほぼ通常操業。君津共同火力発電所（認可出力100万kW）

を通じた東京電力殿への最大限の電力（48万kW）供給

＜仙台＞
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を通じた東京電力殿への最大限の電力（48万kW）供給。
（今後） 節電に配慮した稼働体制。生産ライン計画休止。

電力需要期の集中配置化。夜間シフトの実施



2011年3月期 連結損益実績分析(前年度実績比・前回見通し比)

10年度 09年度 10 年度

実績 実績 増減 見通し 対 見通し
（A） （B） （A←B） （C） （A←C）

（単位：億円）
連結経常損益
対前回見通し +60億円

41,097 34,877 +6,220 41,000 +97
2,263 118 +2,145 2,200 +63

801 -949 +1,750 800 +1

売 上 高

経 常 損 益

単 独

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社等 +70
・非鉄事業 +10
・消去 -20

1,018 664 +354 950 +68
506 519 -13 500 +6
-64 -115 +51 -50 -14

鉄グループ会社

非 鉄

調 整 額

製鉄事業

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社・

生産出荷
+1,100

(+426万t
: 2,709→3,135)

(億円)

ｸ 会社
消去
+350

ｺｽﾄ改善
+1 000

一過性影響
+1 520

非鉄事業
-10

原料価格
4 700

販売価格
品種構成

+2,700

+1,000 +1,520

※
一過性影響 +1,520
・在庫評価差 +1,350
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-4,700

※ ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ影響、豪州洪水影響含む

,
・君津高炉ﾄﾗﾌﾞﾙ影響戻り +190
・大分高炉ﾄﾗﾌﾞﾙｺｽﾄ影響 -20



2011年3月期連結年度決算分析(上期実績対下期実績)

下期実績 上期実績 増減

（A） （B） （A←B）

売 高

（単位：億円）

20,876 20,220 +656
914 1,348 -434
193 608 -415

売 上 高

経 常 損 益

単 独

450 567 -117
286 220 +66
-16 -48 +32

鉄グループ会社

非 鉄

調 整 額
(億円)

販売価格

ｺｽﾄ改善
+250

生産出荷
+50

(1,559

非鉄事業
+70

その他
+80

品種構成
+250 製鉄事業

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社・
消去
120

(1,559
→1,576)

一過性影響
-160

原料価格
-850

-120
※

一過性影響 -160
・在庫評価差 -200
・大分高炉ﾄﾗﾌﾞﾙｺｽﾄ影響戻り +40
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※ ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ影響、

豪州洪水影響含む

大分高炉 ﾗ 影響戻り



2011年3月期連結年度決算分析(3Q実績対4Q実績)

4Q実績 3Q実績 増減

（A） （B） （A←B）

10 845 10 031 +814売 上 高

（単位：億円）

10,845 10,031 +814
379 535 -156
68 124 -56

139 310 171

売 上 高

経 常 損 益

単 独

鉄グループ会社 139 310 -171
167 117 +50

2 -17 +19

鉄グループ会社

非 鉄

調 整 額

生産出荷

(億円)

ｺｽﾄ改善
+70

生産出荷
+100

+44万t(766→810)

原料価格
-200

販売価格
品種構成

製鉄事業

ｸﾞﾙ ﾌﾟ会社

+70

一過性影響
60

非鉄事業
+50

※

～ ｸ ﾙｰﾌ 会社・
消去
-170

-60

一過性影響 -60
・固定費計上期間差 -60
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※ ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ影響、

豪州洪水影響含む



製鉄以外５事業セグメントの概況

売上高 経常損益
概　況

事業環境

（億円）

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 10年度実績 2,549 148
製鉄ﾌﾟﾗﾝﾄ､環境ｿﾘｭｰｼｮﾝ、
海洋､ｴﾈﾙｷﾞｰ､橋梁､建築 ( 対 前 年 比 ) (-770) (-144)

 厳しい受注環境に伴う前年度受注規模減少
の影響により、売上高・経常損益ともに大幅
な減収減益だったが、受注規模は海外案件
を中心に回復。

cf) 事業環境

09FY 10FY
受注高 2,050 3,345

受注残 2,300 3,100

都 市 開 発 10年度実績 865 92
住宅、都市開発、
大規模地域開発、ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ( 対 前 年 比 ) (+65) (+75)

化 学 格 高騰 高 が ド

マンション分譲事業で首都圏大型物件の引渡しが順調に推移したこ
と等により、増収・増益。

化 学 10年度実績 1,938 132
ｺｰﾙｹﾐｶﾙ、化学品、機能材料

( 対 前 年 比 ) (+144) (+41)

新 素 材 10年度実績 608 21

原燃料価格の高騰や円高の悪化要因はあったが、ニードルコーク
ス・回路基板材料・ディスプレイ材料の数量増、化学品の市況改善
でカバーし、増収・増益｡

新 素 材 10年度実績 608 21
半導体・電子産業部材、
産業基礎部材、ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境部材 ( 対 前 年 比 ) (+21) (+16)
シ ス テ ム

10年度実績 1 597 113 基盤（クラウド関連）・ビジネスサービスを中心に増収 案件構成の

半導体・電子産業部材は、一部在庫調整による伸び悩みがあるも、
新型銅ワイヤ等新商品拡販により売上・損益ともに増収・増益。

ソ リ ュ ー シ ョ ン
10年度実績 1,597 113

業務ｿﾘｭｰｼｮﾝ、基盤ｿﾘｭｰｼｮﾝ

ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ ( 対 前 年 比 ) (+75) (+2)

10年度実績 7,557 506

基盤（クラウド関連） ビジネスサ ビスを中心に増収。案件構成の
悪化や競争激化等による売上高総利益率の低下を、増収及び販管
費削減によりカバーし増益。

非 鉄 計
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,
( 対 前 年 比 ) (-467) (-13)

非 鉄 計



米クリー社とSiC単結晶ウェハに関する相互ライセンス契約の締結
【2011年4月25日リリース】

■ SiC単結晶ウェハ ＝ 太陽光発電用インバータでの電力エネルギーの高効率運用化や
産業用電気機器での省エネルギー化の推進につながり、低炭素社会を実現するキー技術

■ 本締結により、トップレベルのSiCウェハ技術を有する両者保有の特許の相互適用が可能

米国

⇒ 高品質SiCウェハをグローバル市場へ、よりスムーズに投入

SiCSiC単結晶ウェハ・単結晶ウェハ・SiCSiC単結晶エピタキシャルウェハ単結晶エピタキシャルウェハ

に関わる特許に関するに関わる特許に関する 米国
クリー社

に関わる特許に関するに関わる特許に関する
相互ライセンス契約の締結相互ライセンス契約の締結

＜SiC単結晶の特長＞
半導体デバイスの製造に使用される

新日鉄

新日鉄マテリアルズ

半導体デバイスの製造に使用される
シリコンウェハに比べ、

・ 優れた半導体特性と耐電圧性
・ 電力変換損失の低減

新 鉄

参考） 米国クリー（Cree, Inc）社
➢本社： 米国ノースカロライナ州ダーラム市
➢ 主な事業内容 ： SiC単結晶ウェハ製造

およびLEDや各種のSiCパワーデバイス事業300～400

1,000

SiCSiC単結晶ウェハを単結晶ウェハを

H21年～ 口径4インチ以下の
SiC単結晶ウェハの生産・販売を開始

(枚）
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➢ 売上高 ： 867百万ドル（FY2010）
➢ 営業利益 ： 198百万ドル（ 〃 ）

現状 H23.3E迄

300～400
月産月産1,0001,000枚体制へ枚体制へ



主要上場ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社等損益実績 ＜2011年4月28日時点＞

2010年度期末

当社連結対象会社数 ：344社

対前期末 +16社

会社名 決算発表日 （億円）
09年度

実績

10年度

実績
（前回公表値）

■ 製鉄事業
対前期末 +16社

連結子会社：270社
持分法適用関連会社：74社

＜主な変動＞

大阪製鐵 連 売上高 637 704
2011/4/28 経常利益 76 70

[上場] 5449 62% 当期損益 42 39
鈴木金属工業 連 売上高 349 505

2011/4/28 経常利益 5 32 変動

2010年6月

日本電工（株）の持分法適用関連会社化

（持分比率 9.5％→14.9％）

2010年10月

2011/4/28 経常利益 5 32
[上場] 5657 66% 当期損益 -0 14
新日鐵住金ステンレス 連 売上高 1,977 2,559

2011/4/28 経常利益 19 0
[非上場] 80% 当期損益 10 -159
日鐵商事 持 売上高 9 196 10 795 2010年10月

太平工業（株）の連結子会社化

（当社出資比率 37.5%→41.1%）

日鐵商事 持 売上高 9,196 10,795
2011/4/27 経常利益 78 127

[上場] 9810 34% 当期損益 52 74
太平工業 連 売上高 1,676 (1,440)

2011/5/10 経常利益 143 (84)
（前回 2/4公表）[上場] 1819 41% 当期損益 76 (60)

黒崎播磨 持 売上高 828 (923)
2011/5/11 経常利益 30 (52)

[上場] 5352 46% 当期損益 39 (33)

■ 非鉄事業

（前回 2/4公表）

（前回 2/10公表）

■ 非鉄事業

新日鐵化学 連 売上高 1,793 1,954
2011/4/28 経常利益 91 130

[非上場] 100% 当期損益 61 98
新日鉄ソリューションズ 連 売上高 1,522 1,597
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, ,
2011/4/28 経常利益 112 114

[上場] 2327 67% 当期損益 63 64



連結貸借対照表 (2010/3月末→ 2011/3月末）

（単位：億円）

資産の部 11/03末 10/03末 増減 負債及び純資産の部 11/03末 10/03末 増減

流動資産 17,105 16,421 +684 流動負債 13,583 13,700 -117
現金及び預金 727 781 -54  支払手形及び買掛金 4,765 4,498 +267
受取手形及び売掛金 4,599 4,578 +21  短期借入金・ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ・社債 3,421 3,827 -406, , , ,
たな卸資産 9,292 8,547 +745 災害損失引当金 191 - +191
その他 2,486 2,514 -28 その他 5,204 5,374 -170

固定負債 12 615 12 966 -351固定負債 12,615 12,966 -351
社債・長期借入金 9,875 9,918 -43

固定資産 32,902 33,602 -700 その他 2,740 3,047 -307
有形 18 183 18 83 600 負債 計 26 199 26 66 468有形 18,183 18,783 -600 負債 計 26,199 26,667 -468
無形 626 468 +158 株主資本 17,943 17,131 +812
投資等 14,092 14,349 -257 その他の包括利益 664 1,312 -648
（うち時価評価差額） (1,758) (2,657) (-899) 少数株主持分 5,201 4,912 +289

純資産 計 23,809 23,356 +453
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資産 計 50,008 50,023 -15 負債及び純資産 計 50,008 50,023 -15



設備投資・減価償却費

上 段 ： 連 結
（下段：単独）

設備投資額

2003年度

1,600
(1 200)

2004年度

1,850
(1 400)

2005年度

2,050
(1 650)

2006年度

2,700
(2 000)

2007年度

3,100
(2 300)

2008年度

3,000
(2 200)

2009年度

3,300
(2 700)

2010年度

2,900
(2 100)

減価償却費（億円） 設備投資額（億円） 工事ベース

設備投資額

減価償却費

(1,200)

1,840
(1,340)

(1,400)

1,805
(1,299)

(1,650)

1,833
(1,306)

(2,000)

1,925
(1,342)

(2,300)

2,440
(1,749)

(2,200)

2,737
(1,963)

(2,700)

2,840
(2,136)

(2,100)

2,915
(2,201)

2 915 3 000
3,500
4,000

3 000

4,000

ｸﾞ ﾟ

今後の主な新規設備投資

名古屋：第5ｺｰｸｽ炉新設 13年3月完工 600億円程度

君津：第2高炉改修 12年5月完工 400億円程度
計 2,900

800
2,915
2,201 2,000

2,500
3,000

2,000

3,000 ｸﾞﾙｰﾌﾟ

会社
投資

減価償却費
（連結）

2,100
500
1,000
1,500

1,000
単独投資

減価償却費
（単独）

0
500

0
2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
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安価原料使用拡大対策 能力増強・高級鋼対応 コスト削減

老朽更新・補修 製造基盤整備・安全防災環境



2.  剰余金の配当について2.  剰余金の配当について
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剰余金の配当について

平成２３年３月期の期末配当方針につきましては、

第３四半期決算発表時（Ｈ２３．１．２８）に公表致しましたとおり、

一株につき３円（連結配当性向２０．２％、前期に比し１．５円の増配）として

定時株主総会に御提案させていただく予定でおります。
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3.  2012年3月期決算見通しについて3.  2012年3月期決算見通しについて
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2012年3月期決算見通しについて

平成２３年度の業績につきましては、東日本大震災の国内鋼材需要動向への

影響が見通せないことに加え、第２/四半期以降の主原料価格については

交渉未着手であること、また各需要家との間で第１/四半期の主原料価格の

大幅上昇等を踏まえた鋼材価格改定については現在交渉中であること等から、

現時点 は当社とし 合理的な算定 予想を行う とが きません現時点では当社として合理的な算定・予想を行うことができません。

したがいまして まことに遺憾ながら 現時点では平成２３年度の業績予想はしたがいまして、まことに遺憾ながら、現時点では平成２３年度の業績予想は

未定とし、合理的な算定が可能となった時点で速やかに開示致します。

また 第１四半期決算発表時に改めて状況を御説明致しますまた、第１四半期決算発表時に改めて状況を御説明致します。
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4 住友金属工業（株）との経営統合に向けた検討開始について4 住友金属工業（株）との経営統合に向けた検討開始について4. 住友金属工業（株）との経営統合に向けた検討開始について4. 住友金属工業（株）との経営統合に向けた検討開始について

【2011年2月3日リリース】
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足下の経営環境認識

新興国での鉄鋼需要拡大１ 新興国での鉄鋼需要拡大１.

エネルギー・環境等新分野の需要拡大２ エネルギー・環境等新分野の需要拡大２.

アジアの新ミル稼働による国際競争激化３ アジアの新ミル稼働による国際競争激化３.

お客様のグローバル化進展４.

原料調達環境の激変５.
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経営統合に向けたスケジュール

新日本製鐵新日本製鐵 住友金属工業住友金属工業

FY2010 粗鋼生産量

約3,500万t
FY2010 粗鋼生産量

約1,300万t

20122012年年44月までに月までに 合併契約書合併契約書

20122012年年66月月 定時株主総会定時株主総会20122012年年66月月 定時株主総会定時株主総会

20122012年年1010月月11日日 合併合併
（事業持株会社（事業持株会社 S dS d重視 ）重視 ）（事業持株会社（事業持株会社 ～～ SpeedSpeed重視～）重視～）
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2011年2月3日
当社 宗岡社長（左）と
住友金属工業（株） 友野社長（右）



経営統合の狙い

新日本新日本

製鐵製鐵

住友金属住友金属

工業工業

世界トップクラスの総合鉄鋼会社へ世界トップクラスの総合鉄鋼会社へ

～～ グローバル戦略の加速グローバル戦略の加速 ～～

1．得意分野の融合
・ 技術力、製造基盤（内・外）
・ 品種・製品品種 製品
・ 営業ネットワーク（内・外）

2 世界最高の技術先進性 ・ 商品開発力2．世界最高の技術先進性
鉄の可能性の極限までの追求鉄の可能性の極限までの追求

商品開発力
・ 品質競争力
・ お客様提案力

3．グローバルコスト
競争力

・ 製造プロセス革新
・ 経営資源の集中と再編による効率化と製造基盤強化
・ 原料調達と原料使用技術の実力向上

4．総合力の結集
・ 製鉄以外5分野の強化
・ 強固な財務体質
・ 従業員、ｸﾞﾙｰﾌﾟ・協力会社、地域社会との連帯・強力連携
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従業員、ｸ ﾙ ﾌ 協力会社、地域社会との連帯 強力連携



5 グローバル戦略の取り組み状況5 グローバル戦略の取り組み状況5. グロ バル戦略の取り組み状況5. グロ バル戦略の取り組み状況
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新たな成長軌道の構築に向けて
＜2010年1月28日公表＞

新日鉄新日鉄

国内グループ粗鋼能力（4000万㌧規模）を活かした
グローバルな加工・販売体制の拡充

国内
グループ粗鋼

㌧規模

国内
グループ粗鋼

㌧規模

新日鉄新日鉄
アジア
拠点 伯・ウジミナス社（出資比率27.5％のグループ会社）の

能力・品質対応力強化を通じた
米州市場や大西洋圏でのプレゼンス拡大

ジ 市場

USIMINAS
4000万㌧規模4000万㌧規模

米州・大西洋圏拠点米州・大西洋圏拠点

米州市場 大 洋圏 拡大
アジア市場での

生産・加工拠点拡充と
新規立地を検討・実行

世界３極体制の構築
グローバル生産規模 5,000～6,000万㌧
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グ 産規模 , , ㌧
(将来想定)



グローバル自動車用鋼板等供給体制
1 336

米国
I/N Tek
I/N K

北米

50%

40%

2007 2008 2009 2010 2011

1,336 1,078
720 981

2007 2008 2009 2011 2013

2,285 2,177 1,700 1,840 1,980

I/N Kote
欧州

Arcelor Mittal社/技術ｸﾛｽﾗｲｾﾝｽ

50%

[冷延170万ｼｮｰﾄ㌧/CAPL120万ｼｮｰﾄ㌧]
[CG50万ｼｮｰﾄ㌧/EG45万ｼｮｰﾄ㌧]

海外JV生産合計
650万㌧

（当社持分換算

2007 2008 2009 2010 20112007 2008 2009 2011 2013

中国
BNA 38%

[冷延176万㌧/CAPL95万㌧/CG80万㌧]

メキシコ
TENIGAL

300万㌧程度）

49%

新CGLライン[40万㌧]稼働（2013年）
新日鉄

＃3CGLライン[45万㌧]稼働（2010年2月）

45%

冷延

[冷延176万㌧/CAPL95万㌧/CG80万㌧] [ ]

888 930
1,379

1,826

2007 2008 2009 2010 2011

210 217
156

234

タイ SUS

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ
UNIGAL

インド
30%

[冷延 100万㌧]

2007 2008 2009 2010 2011

2007 2008 2009 2010 2011

Nippon Steel 
Galvanizing(Thailand) Co., Ltd.

100%タイ
（仮称）

＃2CGLライン[55万㌧]増設（2011年）

インド
TATA社とのJV

完成車生産台数

49% [CG 48万㌧]

新冷延ライン[60万㌧]稼働（2013年度中）
南米 370 394 380 430 520

129 139 100
165

225 233 263
353

[CG 36万㌧]稼働（2013年）
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完成車生産台数
（実績・予測）万台

（出所: 各種公表情報等・当社推定） 2007 2008 2009 2011 2013
2007 2008 2009 2010 2011

2007 2008 2009 2010 2011

225 233 263



新興国需要の捕捉

営業・技術拠点（現地法人等）

当社グループ系 コイルセンター

当社材取扱 商社コイルセンター

子会社

関連会社

出資会社

（自動車用鋼板供給拠点除く）

スウェーデン

Garphyttan社買収 100％
（弁ばね用ワイヤﾒ ｶ ）

新日鉄

（自動車用鋼板供給拠点除く）

中国

インド

NIPPON PIPE INDIA  Pte. 
Ltd （仮称）

％は当社グループ出資比率
（弁ばね用ワイヤﾒｰｶｰ）

PATIN （ブリキ） <広州> 25％

無錫日鉄汽車（自動車用パイプ）<無錫> 61%

中国
Ltd.（仮称）
（自動車用鋼管） 98%

武鋼新日鉄ブリキ有限公司（ブリキ）<武漢> 50％

NBC China（棒線） <蘇州> 42％

BlueScope Steel社との提携

オーストラリア

インドネシア

LATINUSA社買収 35％
（容器用ブリキ）

武 武

タイ

STP （ブリキ） 16％

SNP （鋼管） 61％

BlueScope Steel社との提携

ベトナムナイジェリア

PT Indonesia Nippon Steel 
Pipe社出資 70％ （鋼管）

出資比率SNP （鋼管） 61％

NBC Thailand（棒線） 42％

マレーシア

POSCO Vietnam社出資 15％
（冷延ミル）
PEB STEEL社出資 12％
（建材薄板ファブ）南アフリカ

SAFAL STEEL社出資 7％

Midland Rolling Mills Ltd.
出資（建材用鋼板）

Nippon Steel Pipe Vietnam 51% Nippon EGalv Steel社出資 50％（電気亜鉛メッキ）

出資比率
10%→ 50.1%へ
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YKGI社出資 10％
（溶融亜鉛メッキ・カラー鋼板）

SAFAL STEEL社出資 7％
（メッキ・カラー鋼板）

Nippon Steel Pipe Vietnam 51%
（鋼管杭・鋼管矢板）

N ppo G v S ee 社出資 50 （電気亜鉛 ッキ）



ブリキ製造販売拠点のグローバル展開

中国 国内国内

～～ 世界最大級のブリキ生産・供給体制の構築世界最大級のブリキ生産・供給体制の構築 ～～

中国
武鋼新日鉄（武漢）
ブリキ有限公司（略称:WINSteel）

50%

ブリキライン[20万㌧/年] （2013年夏～）

国内
ブリキ生産能力
120万㌧規模

国内
ブリキ生産能力
120万㌧規模

新日鉄
中国

PATIN 25%

ブリキライン[20万㌧/年]

[ ]

新日鉄のブリキ生産能力新日鉄のブリキ生産能力

新日鉄

ブリキライン[20万㌧/年]
タイ

STP 16%

ブリキライン[27万㌧/年]
328～370

Cf) 中国のブリキ需要
（当社推定、万t）

176 232

２００万２００万 ㌧㌧/ / 年規模へ年規模へ

新興国での伸びゆく需要 及び新興国での伸びゆく需要 及び

＜国内 120万㌧規模 + 海外 80万㌧規模＞＜国内 120万㌧規模 + 海外 80万㌧規模＞

主に中国中西部における主に中国中西部における

インドネシア
LATINUSA 35%

ブリキライン[13万㌧/年]

2005 2009 2015

新興国での伸びゆく需要、及び
約2～3％で伸長する1,700万㌧/年規模の

世界のブリキ需要を捕捉し、
グローバル展開を推進

新興国での伸びゆく需要、及び
約2～3％で伸長する1,700万㌧/年規模の

世界のブリキ需要を捕捉し、
グローバル展開を推進

年率 +7～8％

WINSteel

主に中国中西部における主に中国中西部における
ブリキ需要の捕捉ブリキ需要の捕捉

ブリキライン[13万㌧/年]
→[16万㌧/年]へ(2012年～）

子会社
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PATIN
関連会社

％は当社グループ出資比率



当社の原料対策

鉄鉱石 原料炭

優良な原料権益の取得・使用ｿｰｽの拡大（投資先からの調達比率ｱｯﾌﾟ）優良な原料権益の取得・使用ｿｰｽの拡大（投資先からの調達比率ｱｯﾌﾟ）

鉄鉱石
48 百万ﾄﾝ
＜100％＞

ｶﾅﾀﾞｶﾅﾀﾞ

Elkview 2.5% （現状３５％）

原料炭
25 百万ﾄﾝ
＜85％＞

年間調達規模
＜長期契約比率＞

（投資先からの調達比率） （現状２５％）

4,500 miles 
（14 日間）

新日鉄

ﾌﾞﾗｼﾞﾙﾌﾞﾗｼﾞﾙ
ｵｰｽﾄﾗﾘｱｵｰｽﾄﾗﾘｱ

ｲﾝﾄﾞｲﾝﾄﾞ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ

J.Mendes 70%(USIMINAS)

NAMISA 6.48%
4,000 miles 
（12日間）ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ

Revuboe*1 23 3%

Hail Creek 8.0%

Moranbah North 5.0%

Carborough Downs 5 0%

Robe River 10.5%

Beasley River 28.2%

ｵ ｽﾄﾗﾘｱｵ ｽﾄﾗﾘｱ

南ｱﾌﾘｶ南ｱﾌﾘｶ
NIBRASCO 25.4%

MBR 2.4%

( ) Revuboe*1 23.3%

CBMM(Niobium) 2.5%

NSNC (Blending) 80.0%
Carborough Downs 5.0%

Integra 6.0%

Warkworth 9.5%

Bulga 12.5%

長期契約・出資鉱山

鉄鉱石

原料炭

% 当社出資比率

PWCS (Port) 3.1%
12,000 miles 
（40日間）

長期安定輸送（長期契約比率：80％超）
新日鉄専用船 42隻保有

うち世界最大級鉄鉱石専用船 5隻
（日本－ﾌﾞﾗｼﾞﾙ間 /30～32万ﾄﾝ型）

ツバロン丸ブラジル丸 F l i h*2
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% 当社出資比率 ツバロン丸ブラジル丸 Foxleigh*2 10.0%

*2高品質のPCI（高炉への微粉炭吹き込み）用原料炭を生産

*1 未開発露天掘り原料炭（優良強粘結炭）鉱区



6. ご参考6. ご参考6. ご参考6. ご参考
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世界の鉄鋼需要推移（粗鋼見掛消費）

＜ 09年実績＞

13.0億㌧ 12.0億㌧
＜10年予測＞

世界合計 12.8億㌧
＜2008年＞ ＜11年予測＞

13.6億㌧
（*10～12年は鋼材見掛消費（11年4月WSA発表））

＜12年予測＞

14.4億㌧

* * *

2002年以降

+5~7%/年

07年

13.2億㌧
13.0 10年

12.8

11年

13.6

12年

14.4

+1%/年
8.5億㌧

12.0

+1%/年

+5%/年
4.5億㌧

7億㌧

億㌧

GDP弾性値
（2001-2007）
中国 1.9X
OECD 1.1X

＋1億㌧/ 30年間
＋1億
㌧/ 年
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（出所: world steel association ）



世界各国ホットコイル市況推移

1,050 600
700 
800 
900 

1000 
（$/t）

4/21

4/20cf1） 直近の米国・中国（広州）市況

米国

中国（広州）

950

1,050

500 
600 

9/1 10/1 11/1 12/1 1/1 2/1 3/1 4/1

韓国宝鋼

850

韓国宝鋼

リストプライス

POSCO

750

欧州

米国

日本 リストプライス

550

650
米国

450

550

2010 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 2011 2 3 4 5
日本 米国 欧州 韓国 宝鋼リストプライス POSCOリストプライス
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2010
.01

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 2011
.01

2 3 4 5

（出所：日本鉄鋼連盟等）



国内鋼材市況 （店頭価格）

140140 
（千円） （千円）

熱延薄板・冷延薄板厚板・H形鋼

120120 

80

100

熱薄(2.3xS)

冷薄(1.0xS)

85.0

80

100 
厚板(19mm)

Ｈ形鋼(200x100)
88.0

82 0

‘11/3
‘11/3

60

80

60 

80 82.0
72.0

4040 

80

90

80

90

4/22 4/22

83.0

88.0
cf1） 直近の市況推移(’10/9～)

86.0

73.0

cf2） 直近の市況推移(’10/9～)

0

20

0 

20 

60

70

9/1 10/1 11/112/1 1/1 2/1 3/1 4/1
60

70

9/1 10/111/112/1 1/1 2/1 3/1 4/1

73.0
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（出所：鉄鋼新聞・月末・東京安値、問屋間仲間相場価格）
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世界の経済成長率推移 ＜2011年4月11日IMF改定値＞

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
見通し

前回(2011.1.25)

2012
見通し

世界合計 4.9 4.4 5.1 5.2 3.0 -0.5 5.0

先進諸国 3.2 2.6 3.0 2.7 0.5 -3.4 3.0

4.4

2.4

4.4

2.5

4.5

2.6

4.5

2.5

米国 3.6 3.1 2.8 2.1 0.4 -2.6 2.8

欧州 2.1 1.6 2.8 2.7 0.6 -4.1 1.7

日本 2 7 1 9 2 4 2 3 1 2 6 3 3 9

2.8
1.6
1 4

3.0

1.5

1 6

2.9
1.8
2 1

2.7

1.7

1 8日本 2.7 1.9 2.4 2.3 -1.2 -6.3 3.9

新興諸国 7.5 7.1 7.9 8.3 6.1 2.7 7.3

中国

1.4

6.5

1.6

6.5

2.1

6.5

1.8

6.5

中国 10.1 10.4 11.6 13.0 9.6 9.2 10.3

インド 7.9 9.1 9.8 9.4 7.3 6.8 10.4

ASEAN5 6 1 5 5 5 7 6 3 4 7 1 7 6 9

9.6

8.2

5 4

8.4

5 5

9.6

*

9.5

7.8

5 7

9.5

8.0

5 7ASEAN5 6.1 5.5 5.7 6.3 4.7 1.7 6.9

ロシア 7.2 6.4 7.4 8.1 5.6 -7.8 4.0

ブラジル 5.7 3.2 3.8 5.7 5.1 -0.6 7.5

5.4

4.8
4.5

5.5

4.5

4.5

5.7

4.5
4.1

5.7

4.4

4.1
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ラジ

*ASEAN 5 : ﾀｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｳﾞｪﾄﾅﾑ
（出所： IMF 世界経済見通し）



世界粗鋼生産量

2011暦年

(単位：百万ｔ)

2009暦年 1月 2月 3月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 2010暦年 1月 2月 3月 1-3月

世界 合計 1 229 4 113 4 107 1 120 9 341 3 364 6 339 4 348 2 1 413 6 119 4 116 6 129 3 371 5*
世界 合計 1,229.4 113.4 107.1 120.9 341.3 364.6 339.4 348.2 1,413.6 119.4 116.6 129.3 371.5

（対前年同期） (▼7.4%) (+31.1%) (+27.7%) (+32.7%) (+28.9%) (+28.1%) (+6.3%) (+6.3%) (+15.0%) (+5.3%) (+8.8%) (+7.0%) (+8.8%)

日本 87.5 8.7 8.4 9.3 26.5 28.1 27.4 27.7 109.6 9.7 8.9 9.1 27.7
（対前年同期） (▼26.3%) (+36.8%) (+27.7%) (+32.7%) (+50.7%) (+47.1%) (+12.9%) (+4.0%) (+25.2%) (+10.7%) (+5.7%) (▼2.7%) (+4.4%)

米国 58.2 6.2 6.2 7.1 19.6 21.2 20.2 19.7 80.6 6.8 6.6 7.1 21.0

欧州 138 8 13 7 13 3 15 6 42 7 47 0 40 4 43 1 172 9 14 2 14 4 16 2 45 6欧州 138.8 13.7 13.3 15.6 42.7 47.0 40.4 43.1 172.9 14.2 14.4 16.2 45.6

ロシア 60.0 5.1 5.0 5.7 15.9 16.9 16.8 17.4 67.0 5.9 5.2 6.2 17.7

ブラジル 26.5 2.7 2.4 2.8 8.0 8.4 8.5 7.9 32.8 2.8 2.7 3.0 8.6

インド 62.8 5.6 5.1 5.8 16.7 16.2 17.1 16.8 66.8 5.6 5.1 6.4 18.2

中国 573.6 52.5 49.5 54.5 156.3 165.3 151.3 152.0 626.7 52.8 54.3 59.4 169.9
（対前年 期）

Copyright (C) 2011 Nippon Steel Corporation  All Rights Reserved. 34

（対前年同期） (+14.6%) (+28.3%) (+27.7%) (+32.7%) (+23.2%) (+18.7%) (▼1.5%) (+3.5%) (+9.3%) (+0.5%) (+9.7%) (+9.0%) (+8.7%)

（出所：World Steel Association）* 世界64カ国の合計値



全国・当社粗鋼生産量 四半期別推移
全国粗鋼生産量 万㌧

3 106

05年度

11,272
04年度

11,290
03年度

11,100
02年度

10,979
09年度

9,645
08年度

10,550
07年度

12,151
06年度

11,774
01年度

10,206
00年度

10,690
99年度

9,800
98年度

9,098

全国粗鋼生産量 万㌧

10年度

11,077

3,106

2,661
2,807

2,736

2,766

2,768

853
810

785
800

817
804 826

2,159 2,424 2,651
,

535
467482

6731,760
1,909当社単独粗鋼生産量 万㌧

467

10年度

3,2472,320 2,8612,562 2,784 2,614 2,990 3,015 2,988 3,120 3,160 3,311 2,750
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製鉄事業諸元前提

09年度 10年度

年度 年度

1Q 2Q 3Q 4Q 実績 1Q 2Q 3Q 4Q 実績1Q 2Q 3Q 4Q 実績 1Q 2Q 3Q 4Q 実績

全 国粗 鋼生 産量 万トン 1,909 2,424 2,661 2,651 9,645 2,807 2,736 2,766 2,768 11,077

当 社 出 銑 量 万トン 484 635 770 768 2,657 777 814 815 811 3,218
＊1

連 結粗 鋼生 産量 537 738 872 845 2,992 863 872 868 889 3,492
<参考>当社 単独 <482> <673> <810> <785> <2,750> <800> <817> <804> <826> <3,247>

当 社鋼 材出 荷量 万トン 473 674 760 802 2 709 776 784 766 810 3 135

万トン

当 社鋼 材出 荷量 万トン 473 674 760 802 2,709 776 784 766 810 3,135

当 社 販 売 価 格
千円
/トン 88.4 72.7 72.5 72.7 75.4 79.1 86.4 81.4 79.7 81.7

鋼 材 輸 出 比 率鋼 材 輸 出 比 率
（ 金 額 ベ ー ス ）

％ 33.1 38.9 38.8 41.3 38.4 42.5 38.7 39.8 40.9 40.4

為 替 レ ー ト \/$ 97 95 89 90 92 93 86 83 82 86
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*１ 北海製鉄の出銑量含む



主要需要分野の鋼材消費推移

09年度 10年度

年度 年度

1Q 2Q 3Q 4Q 実績 1Q 2Q 3Q 4Q

震災影響前

万トン 1,324 1,402 1,479 1,506 5,712 1,473 1,533 1,554 1,530 6,091
61.9% 64.8% 66.5% 67.5% 65.3% 67.8% 67.1% 66.3% 67.3% 67.1%製 造 業 比 率

国 内 鋼 材 消 費

万トン 1,075 1,132 1,192 1,209 4,608 1,171 1,219 1,236 1,216 4,842

万トン 479 465 466 458 1 868 443 471 491 467 1 872

普 通 鋼 鋼 材 消 費

建 設 万トン 479 465 466 458 1,868 443 471 491 467 1,872

万トン 596 667 726 751 2,740 728 748 745 749 2,970

万トン 144 145 150 154 593 144 142 140 139 565

建 設

製 造 業

（ う ち 造 船 ） 万トン 144 145 150 154 593 144 142 140 139 565

万トン 203 250 280 287 1,020 274 280 268 276 1,098

万トン 73 77 85 93 328 99 111 116 114 440

（ う ち 造 船 ）

（ う ち 自 動 車 ）

（うち産業機械） 73 77 85 93 328 99 111 116 114 440

万トン 65 74 80 83 302 79 86 88 86 339（うち電気機械）

機
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（出所：各種統計資料・当社推定（震災影響前））

万トン 249 270 287 297 1,104 302 314 318 314 1,249特 殊 鋼 鋼 材 消 費



主要需要分野の活動水準推移

09年度 10年度

年度 年度

1Q 2Q 3Q 4Q 実績 1Q 2Q 3Q 4Q 実績
＊1

＊1

住 宅 着 工 戸 数 万戸 20 18 20 19 77 20 21 22 20 96

非 住 宅 着 工 万㎥ 1 019 1 027 1 008 1 084 4 138 1 072 1 238 1 059 1 131 5 173
建築

非 住 宅 着 工 万㎥ 1,019 1,027 1,008 1,084 4,138 1,072 1,238 1,059 1,131 5,173

完 成 車 生 産 台 数 万台 171 215 247 254 887 231 248 230 238 946

完 成 車 輸 出 台 数 万台 76 101 117 115 409 118 120 132 127 577
自
動 完 成 車 輸 出 台 数 万台 76 101 117 115 409 118 120 132 127 577

海 外 生 産 （ 8 社 ） 万台 223 270 306 316 1,115 310 320 344 360 1,330

大 中 型 シ ョ ベ ル 千台 3 4 8 11 26 11 15 17 16 70

動
車

産

＊3

金 属 工 作 機 械 千ﾄﾝ 35 36 43 59 173 71 89 92 89 406

フ ォ ー ク リ フ ト 千台 14 19 20 24 77 25 27 28 29 126

産
業
機
械

電機
鉱 工 業 生 産 指 数
（ 原 数 値 ）

05年=100 76 75 81 83 83 94 91 97 95

造船
新 造 船 起 工
（ 当 社 推 定 ）

万GT 450 433 458 475 1,816 450 450 440 440 1,780

＊2
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（ 当 社 推 定 ）
, ,

（出所：各種統計資料・当社推定）＊2 電気機械工業（品目番号40）
＊3 2011年4月26日 新聞報道ベース

＊1 斜線箇所に関しては、現時点では未確定のため未掲載



鉄鉱石・原料炭の国際価格推移

350200
（US$/dmt） （US$/wmt）

鉄鉱石 原料炭
豪州ﾍﾏﾀｲﾄ鉱対日価格 豪州産対日価格

300

150

塊鉱石

200

250
150 強粘結炭

150

200

100

100
50

粉鉱石

0

50

0

非微粘結炭
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原料市況 ＜原油・スクラップ＞

スクラップ
900160 80.0800

（US$/㌧） （千円/㌧）原油(US$/bbl） ﾊﾞﾝｶｰ（US$/MT)原油

700

800
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60 0

70.0

600

700
米屑(No1HMS)
（US$/㌧，CIF韓国）

119 4

731

500

600
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120

OPECﾊﾞｽｹｯﾄ原油 US$/bbl

ﾞ ｶ $

50.0

60.0

500

600
関鉄源入札価格

（千円/㌧ 上級屑換算）

475

119.4

400

500

80

ﾊﾞﾝｶｰ(JAPAN) US$/MT

40.0400

36.6
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40
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20.0
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原料市況 ＜フレート・型銑＞

1,000120
（US$/T,CIF 韓国）（US＄/WMT,ｹｰﾌﾟｻｲｽﾞ 170千t船型）

型銑フレート
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900
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700
80
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50060
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国内鋼材在庫推移

（万㌧） （万㌧）

500

在庫量（千㌧） 1 71 7 1 7

800
国内普通鋼鋼材在庫

薄板３品在庫
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(出所：日本鉄鋼連盟)



92%

米国鋼材在庫量・製鋼稼働率推移
92%

75%

70%

90%

製鋼稼働率

30%

50%

3 0 3 2800
（在庫率）
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600
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(出所: Metal Service Center Institute)



当社と日経平均株価推移（2006年4月起点指数ｸﾞﾗﾌ）

2.50

07/7/23 
958
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本資料は 金融商品取引法上のデ スクロ ジャ 資料でなく その情報の正確性 完全性を保証するものではありませ本資料は、金融商品取引法上のディスクロージャー資料でなく、その情報の正確性、完全性を保証するものではありませ
ん。また、本資料に記載された将来の予測等は、説明会の時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、
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Copyright (C) 2011 Nippon Steel Corporation  All Rights Reserved. 45


